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平成２８年度事務事業評価及び特定分野評価について 

 

 

１ 目的 

  「愛川町行政評価制度実施要領」（以下、「実施要領」という。）に定めるとお

り、行政へのＰＤＣＡサイクルの導入、町民へ説明責任を果たすこと、効率的で

質の高い町民本位の行政運営の実現を目指すため、事務事業評価及び特定分野評

価を実施しました。 

 

２ 評価対象事業 ２３件（事務事業１６件、特定分野《補助金》７件） 

  別添「平成２８年度事務事業評価及び特定分野評価対象事業一覧表」のとおり。

なお、評価対象事業の選定は、次の基準により行いました。 

(1) 評価対象とする事務事業 

 ア 所管課から、評価対象事業として提案のあった事務事業 

 イ 一層の効率性向上や予算削減効果が求められる事務事業（施設維持管理経費、

各種事務事業委託経費など） 

 ウ 事業効果が住民ニーズに沿ったものとなっているか、検証する必要がある事務

事業（少子化高齢化、環境対策、経済対策、生活・交通基盤整備、防災対策、生

涯学習など） 

 エ 総合計画等の計画どおり、円滑に実施できているか検証が必要な事務事業（各

計画に基づく事務事業：福祉、健康、環境、都市、消防防災、教育など） 

 オ その他評価が必要な事務事業（新規開始から概ね３年以上が経過した事務事業

など） 

 カ 特定分野評価は上記ア～オに該当する補助金であって、原則として１件５万円

以上のものについて行う。 

(2) 評価対象から除く事務事業 

 ア 過去に対象となったもの（概ね３年以内） 

 イ 事務事業の性質から、評価になじまないもの（報酬、給与費、謝金、交際費、

一般管理経費等、国・県委託事業、義務的負担金、法定扶助費、基金積立金、償

還金・還付金、償還金利子、繰出金、その他計画的な施設建設や改修・復旧事業

など） 

(3) 対象事業の件数 

  効率的・集中的に評価を行うことにより実施効果を高めるため、原則として、

１課あたり事務事業評価・特定分野評価それぞれ１件以内とした。 

 

３ 評価の流れ 

  実施要領に定めるとおり、内部評価として自己評価及び１次評価を実施した後、

外部評価として２次評価を実施しました。２次評価の結果を踏まえ、行政改革推

進本部会議において改善策を決定しました。 
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(1) 自己評価 

事業等を所管する所属の長が、事務事業評価シートにおいて成果やコストに関

するデータを入力することで判定される評価に基づき、改善等の方向性を決定し

ました。 

(2) １次評価 

副町長及び各部長等で構成する庁内行政評価委員会が、自己評価の結果につい

て妥当性をチェックするほか、政策的な整合性等について判断した上で、改善等

の方向性を検討し評価を実施しました。 

(3) ２次評価（外部評価） 実施件数 ８件 

１次評価までの結果を踏まえ、町や行政改革推進委員会の希望を元に２次評価

の対象を決定し、町民や学識経験者などの外部からの視点により１次評価の結果

の妥当性について評価を実施しました。 

※ 行政改革推進委員会：社会情勢の変化に対応した効率的で質の高い町民本位

の行財政運営の実現に資するため、「行政改革大綱」の策定及び推進を行うこ

とを目的とし、学識経験者３人、公募町民２人、関係団体等代表５人及び企業

経営に携わる者１人で構成する附属機関。 

(4) 町の最終方針の決定 

町長、副町長、教育長及び各部長等で構成する行政改革推進本部が、２次評価

（２次評価を実施しなかった場合は１次評価）の結果を受け、最終方針を決定し

ました。 

 

４ 評価項目（評価の視点） 

  次の４つを評価項目としました。それぞれの項目について判定基準に基づき、Ａ、

Ｂ及びＣの評価としました。 

(1) 妥当性 

「そもそも」行政が実施する必要がある事業か、公費を投入して実施すること

が妥当な事業か等について、次の８つの基準を満たすか否かにより判定しました。 

ア 法令等で義務付けられた事業である 

イ 民間サービスで同様の事業は実施されていない、市場原理に委ねることがで

きない 

ウ 国や県において実施している事業との重複がない 

エ 事業開始時から事業目的や町民のニーズの低下や変質がない 

オ 事業・サービスの提供時間帯及び場所は公平に提供されている 

カ 受益に応じた負担は適正である 

キ 事業の実施による効果が不特定多数の人に広く及ぶ性質である 

ク 事業・サービスの対象者の日常生活に必要不可欠な事業である 

(2) 有効性 

事業等の実施による効果を、特定の時点及び基準年度と比較した時系列により

判定しました。平成２７年度の目標を達成していなくても基準となる年度よりも
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成果が向上していたり、反対に基準となる年度よりも成果が悪化していても、平

成２７年度の目標を達成しているのであれば一定程度評価する必要があるため、

時点と時系列の組み合わせにより判定しました。 

(3) 効率性 

同じ成果をあげていたとしても、より費用をかけていない方が望ましいことか

ら、基準年度との成果及び費用の組み合わせにより効率性を判定しました。 

(4) 有用性 

事業等の効果（成果）が総合計画の節（施策）の目的の達成に貢献している度

合を判定しました。事業等の効果が施策の目的達成に対し、直接的又は間接的に

寄与しているか、また、総合計画の節に属する他の事業等と比較した優先順位

（重要度）を基に有用性を判定しました。 

 

５ 評価区分 

(1) 評価の項目ごとの評価の区分 

 評価の項目ごとの区分及び判定基準は次のとおりとしました。 

妥
当
性 

Ａ 基準を満たす項目が 75％以上（6～8項目） 

Ｂ 基準を満たす項目が 50％以上 75％未満（4～5項目） 

Ｃ 基準を満たす項目が 50％未満（0～3項目） 

有
効
性 

Ａ 
成果指標についての平成２７年度の目標を達成し、かつ、基準年

度と比較して成果（成果指標の実績値）が向上している 

Ｂ 

・成果指標についての平成２７年度の目標を達成しているが、基

準年度と比較して成果（成果指標の実績値）が低下している 

・成果指標についての平成２７年度の目標を達成していないが、

基準年度と比較して成果（成果指標の実績値）が向上している 

Ｃ 

成果指標についての平成２７年度の目標を達成しておらず、か

つ、基準年度と比較して成果（成果指標の実績値）が低下してい

る 

効
率
性 

Ａ 成果が向上していて、費用も縮減できている 

Ｂ 

・費用が増加しているが、費用の増加率よりも成果の向上率の方

が高い 

・成果が低下しているが、成果の低下率よりも費用の縮減率の方

が高い 

Ｃ 

・成果が向上しているが、成果の向上率よりも費用の増加率の方

が高い 

・費用を縮減しているが、費用の縮減率よりも成果の低下率の方

が高い 

・費用が増加し、成果も低下している 

有
用
性 

Ａ 効果が「直接的」で優先順位が「高」である 

Ｂ 
効果が「直接的」で優先順位が「低」、または効果が「間接的」

で優先順位が「高」である 

Ｃ 効果が「間接的」で優先順位が「低」である 
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(2) 総合評価の区分 

 評価項目の判定により自動判定する評価の区分は次のとおりとしました。 

評価の項目の内訳 評価の区分 

・Ａが４つ 

・Ａが３つ、Ｂが１つ 

・Ａが２つ、Ｂが２つ 

良好に実施できている 

・Ａが１つ、Ｂが３つ 

・Ｂが４つ 
改善の余地がある 

・Ａが２つ、Ｂが１つ、Ｃが１つ 

・Ａが３つ、Ｃが１つ 

・Ａが２つ、Ｃが２つ 

・Ａが１つ、Ｂが２つ、Ｃが１つ 

・Ａが１つ、Ｂが１つ、Ｃが２つ 

・Ｂが３つ、Ｃが１つ 

改善すべき点がある 

・Ａが１つ、Ｃが３つ 

・Ｂが２つ、Ｃが２つ 

・Ｂが１つ、Ｃが３つ 

・Ｃが４つ 

廃止も含めた検討が必要 

(3) 自己評価の区分 

 自己評価については、総合評価を踏まえ次の６つの区分に評価しました。 

 なお、総合評価は１つの客観的な基準により自動判定する性質のものであるこ

とから、原則として評価を踏まえるものの、特に総合評価が妥当性を欠くことが

明確で、その理由を示すことができる場合には、「特記事項」の欄に必要な事項

を記載したうえで、自己評価の結果を記載するものとしました。 

区分 内容 

現状維持 特に見直しを要しない 

拡充 
他の事業を縮小してでも、現行の事業に資源を

集中し、目的の達成を促進すべき 

改善 
現行の事業を残し、事業の内容を改善すること

で、目的の達成を図るべき 

縮小 過剰に投入されている資源を縮小するべき 

再構築 

・現行の事業を廃止し、別の方法により、目的

の達成を図るべき 

・事業実施を民間等に委ねるべき 

廃止 事業等の実施を取り止めるべき 

(4) １次、２次評価及び町の最終方針決定時の区分 

 それぞれ前段階までの評価結果を踏まえた評価結果については、自己評価と同

一の区分としました。 
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６ 評価結果 

 

現状 

維持 
拡充 改善 縮小 再構築 廃止 合計 

自己評価 17 0 3 1 2 0 23 

１次評価 17 0 3 1 2 0 23 

２次評価 (4) (0) (3) (1) (0) (0) (8) 

最終方針 18 0 4 0 1 0 23 

 

７ 評価結果の活用 

(1) 実施計画策定時 

総合計画実施計画策定の際、行政改革推進本部会議において確定した改善策の

方向性を反映させました。 

(2) 予算編成時 

予算編成方針の策定、平成２９年度予算査定は、行政改革推進本部会議におい

て決定した方針により行いました。 

 

８ スケジュール 

 評価対象事業の各所管課からの提案募集 平成２８年４月１日～４月１１日 

 事務事業評価シートの作成及び自己評価 平成２８年４月２７日～５月１３日 

 １次評価（庁内行政評価委員会）    平成２８年６月２２日 

 ２次評価（行政改革推進委員会）    平成２８年８月１日、１２日 

 最終方針の決定（行政改革推進本部）  平成２８年１０月１７日 

 

以上 



№ 所属名 子事業名
H28予算額
（千円）

自己
評価

一次
評価

二次
評価

最終
方針

1 総務課 職員研修経費 1,894 現 現 - 現

2 行政推進課 町民公益活動支援経費 1,496 現 現 - 現

3 税務課 不動産鑑定委託事業費 8,568 現 現 - 現

4 福祉支援課 障害者医療費助成事業費 135,318 現 現 - 現

5 子育て支援課 ひとり親家庭等医療費助成事業費 30,984 現 現 - 現

6 子育て支援課 小児医療費助成事業費 135,723 現 現 現 現

7 高齢介護課 高齢者世帯援護事業費 6,135 改 改 - 改

8 健康推進課 成人歯科健診事業費 6,259 現 現 - 現

9 農政課 畜産振興事業費 952 再 再 改 改

10 都市施設課 耐震改修促進事業費 1,620 現 現 改 現

11 危機管理室 防災資機材整備事業費 1,883 現 現 - 現

12 教育総務課 教職員指導研修活動関係経費 1,277 改 改 現 現

13 生涯学習課 図書館運営事業費 19,461 現 現 - 現

14 スポーツ・文化振興課 スポーツ施設予約システム管理経費 1,651 現 現 - 現

15 国保年金課 特定健康診査等事業費（国保） 57,835 現 現 現 現

16 下水道課 水洗化促進経費（下水） 257 現 現 - 現

№ 所属名 細々節名
H28予算額
（千円）

自己
評価

一次
評価

二次
評価

最終
方針

1 住民課
乳児用チャイルドシート購入費助成
金

500 現 現 現 現

2 環境課 子供会等集団資源回収事業奨励金 1,332 改 改 改 改

3 農政課 有害鳥獣対策用備品購入費補助金 18 再 再 - 再

4 商工観光課 愛川にぎわいマルシェ開催経費補助金 300 現 現 - 現

5 教育総務課 生徒派遣費補助金 1,710 現 現 - 現

6 消防課 消防団運営費補助金 9,293 現 現 - 現

7 高齢介護課 紙おむつ購入費助成事業補助金（介護） 10,785 縮 縮 縮 改

※現＝現状維持、拡＝拡大、改＝改善、縮＝縮小、再＝再構築、廃＝廃止

平成２８年度　事務事業評価対象事業一覧表

平成２８年度　特定分野評価【補助金】対象事業一覧表


